別紙１
新労務単価・新技術者単価の特例措置の内容及び手続きについて



１　特例措置の内容
受注者は、多摩市工事契約約款第５１条及び多摩市設計等契約約款第２４条等により、旧労務単価・旧技術者単価に基づく契約を新労務単価・新技術者単価に基づく契約に変更するための契約金額の変更協議を請求することができる。

２　対象工事・委託の内容
1 　対象工事（単価契約を含む）
令和６年３月１日以降に契約締結した工事のうち、旧労務単価により予定価格を積算しているもの。ただし、変更協議が整う前に当該工事が完了したものは対象外とする。
2 　対象委託
[bookmark: _GoBack]　　　令和６年３月１日以降に契約締結した設計等委託のうち、旧技術者単価により予定価格を積算しているもの。ただし、変更協議が整う前に当該設計等委託が完了したものは対象外とする。

３　契約金額の変更
変更後の契約金額については、新労務単価・新技術者単価及び当初契約時点の物価により積算された予定価格に落札率を乗じて算出する。

　変更後の契約金額＝Ｐ新×ｋ
この式において、Ｐ新及びｋは、それぞれ次を表すものとする。
　　Ｐ新：新労務単価又は新技術者単価及び当初契約時点の物価により積算された予定価格
ｋ：当初契約の落札率

４　契約金額の変更協議の請求期限
契約を締結した日から２ヶ月以内に請求とする。

５　契約変更の流れ
⑴　総務契約課から該当受注者へ特例措置について通知
⑵　受注者は、「変更協議請求書」（様式１）及び「誓約書」（様式２）を総務契約課へ提出
⑶　変更協議請求があった場合、総務契約課から担当所管課へ通知
⑷　担当所管課で予算執行変更伺の作成等、契約変更に必要とされる手続きを行う
※契約変更の流れの詳細は別紙１－１をご参照下さい。

☝予算執行伺、契約依頼伺を起票した単年度で終了する総価契約案件の契約変更方法は、ポータルの［公開羅針盤］－［キャビネット］－［多摩市］－［マニュアル・手引き］－［財務・会計］－［総合事務管理システム操作マニュアル］－［３９８Ｐ－４３８Ｐ契約変更をする（操作）］をご参照下さい。

６　その他
単価契約、債務負担行為等の複数年度契約、未登録業者との契約案件に関しては、システムを使用して予算執行変更伺を作成することができません。
契約変更の方法を説明しますので、総務契約課契約係へご連絡ください。

以上
